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事象 B があるならば、事象 A の内容について
の理解があり、同様に事象 B の内容について
の理解が果たされた両方があった上で、事象





































































































































































































































































































































































該当科目が 90 分間で全 15 回としても、45 分







は考えにくい。そうなると講義 2 回目から 15
























現実問題、不特定の “ だれか ” に向けた指導

















いものとして “ 洗い流さ ” れてしまう。模擬授
業や教育実習を経て、教員となり、教室に立っ
ていく者たちは、この行程を現実の教員生活の
なかで直面し、独りで取り組んでいく。
模擬授業指導上、段階的な指導を考えるなら
ば、（1）基本的な教授行為に焦点化する段階、
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（2）教科指導として、授業構成や内容解釈の正
当性・妥当性を論じる段階、（3）学習者という
要素を踏まえて検討する段階、（4）さらに発展
性や応用的な援用を視野に入れた高度な検討の
段階、が考えられるだろう
表　段階的に設定する模擬授業の目的
1 基本的な教授行為に焦点化する段階
2 教科指導として、授業構成や内容解釈の
正当性・妥当性を論じる段階教科指導
として、授業構成や内容解釈の正当性・
妥当性を論じる段階
3 学習者という要素を踏まえて検討する
段階
4 発展性や応用的な援用を視野に入れた
高度な検討の段階
（1）は、声出し、板書、時間配分、基本的な
生徒との応答など。主に授業者としての身体技
法と計画の純粋な遂行が問われる。（2）は、次に、
内容の適否・是非を問う。内容の難度、意味づ
けや方向性の適性など。その時間・単元の教科
の目標から降ろしてきた準拠枠で、取り扱う内
容が点検される。もちろん、（1）はある程度ク
リアーしているという前提である。（3）は、学
習者の活動・反応の質を問う。より効果的な学
習活動が成立しえたかどうか。学習者にとって
の意味を問うことになる。（4）は、さらに、他
の時間や既習の学習活動とのつながりをつけた
り、その発展性や応用性をどのように取り込む
のか、担保するのかといった工夫を検討する。
公民教育として、中等教育段階レベルでは、
まさしくこの発展性や応用性に応えるような教
育が目指されねばならない。一定量の知識を保
有することに主眼を置いた授業構想自体を否定
はしないが、そこに拘泥してとどまってしまう
結果についてはいたく残念だというしかない。
なぜならば、その学びをすべて、暗黙の裡に、
教職に就いてから以降の自主的な成長に委ねて
しまうことになるからである。
山岡も現実的には難しいと認めながらも、模
擬授業は「教育現場と同様に」「50 分間で行う
こと」が望ましいと考えている（山岡　前掲）。
理由として「（50 分間の）全体としての授業の
流れと生徒との対応の中でダイナミックに展開
される授業の運営技術を指導すること」を重要
視しており、部分・区分的実施は「いかに教え
伝えるかという初期段階の指導技術に終始する
可能性が高い」とみている。そこでは、「50 分
の流れの中での強弱緩急などの授業運営手法」
「生徒との対応の各種の手法」などの学びを見
込めなくなるからである。逆にそうした “ とり
まわし方 ” もまた確保すべき模擬授業での教育
的価値である。
5. 教職課程の公民教育について必要となるカ
リキュラム上の課題
最後に、本稿を通じて確認してきた要件を以
下に整理しておく。
（１）教育内容の解説からの脱却
小学校社会科は、総合性が高いため、その教
職課程の指導法の講義では、背景学問に準えら
れた内容の解説は実際的ではなく、むしろ、学
習活動としての調査や探究活動の指導に焦点化
される。この点は、中等教育（中学・高校）の
公民教育の指導論についてもよき他山の石とな
る。どの内容について、いかなる学習活動が効
果的か、そしてその活動はいかに指導し導くこ
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とができるのか、などの視点からの学びが必要
となる。それはまた、公民教育の他のどのよう
な内容にも転移可能なのか、あるいは、相手＝
学習者のちがいによる調整や修正もまた必要と
なってくる。
（２）模擬授業の内実
前述した模擬授業の段階を意識し、“ 教科教
育（ここでは公民教育）としての模擬授業 ” を
実施していかなければならない。そのための教
職課程該当講義の履修者の人数規模は、ある程
度コントロールされる必要がある。なぜ模擬授
業を実施するのか、そこにどのような学びを焦
点化するのかを検討し、その実現に向けた学習
活動を望みたい。指導案をつくってみた、模擬
授業を実施してみた、に留まった段階からは脱
却しなければならない。
（３）適切なふりかえりのプロセスの設置
学び続ける教育者として教職就職後もその専
門職を継続していくならば、自身の授業実施の
ふりかえり方もまた知っておくべきである。さ
もなければ、大学教職課程での学びも、教育実
習での貴重な体験さえも水泡に帰してしまう。
ありきたりな実施事実の思い起しではなく、省
察として経験から有効に学ぶ手立てもまた、き
ちんと指導されなければならない。
総じて、社会科と公民科のちがいから、総合
的性格の軽重による科目解説の単純総和に陥り
がちな点を配慮しつつ、模擬授業を教育方法論
との有機的な棲み分けをにらみ、その省察過程
を織り込んだ半期 15 回を設計することが基本
的な設計上の要となると結んでおく。
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